
 国土交通省 総合政策局

 情報政策課 建設経済統計調査室

 令和７年３月３１日 公表

※ 国土交通省　総合政策局
情報政策課　建設経済統計調査室

電 話：代表０３－５２５３－８１１１
直通０３－５２５３－８３４４

担当者： 鬼丸 (課長補佐) 内線 28-614
奥田 内線 28-623

https://www.mlit.go.jp/statistics/details/kkoji_list.html

建設工事施工統計調査報告

問い合わせ先

令和５年度 実績

この統計調査の概要は，国土交通省ホームページでもご覧いただけます。



Ⅰ．調査結果の概要

Ⅰ－１．建設業者全体（専業＋兼業）について

１．業者数 （結果表第１表参照。以下同じ。）

（単位：数，％）

 業　者　数 　前年度比　   構成比  

３９１，２５９　 ３．８　 １００．０　

９，４８０　 ０．２　 ２．４　

３８１，７７９　 ３．９　 ９７．６　

　　個　 　人　　 ５７，８８８　 ８．９　 １４．８　

　　法 　　人　　 ３２３，８９１　 ３．０　 ８２．８　

２．完成工事高，元請完成工事高

（１）完成工事高　 （第２表）

（単位：億円，％）

　完成工事高　 　前年度比　   構成比  

１，４８５，５４９　 ９．６　 １００．０　

元請完成工事高 ８９９，７６３　 ９．０　 ６０．６　

下請完成工事高 ５８５，７８６　 １０．５　 ３９．４　

　
図－１　完成工事高，元請完成工事高，下請完成工事高の前年度比推移　　

　建設工事完成工事高，元請完成工事高，下請完成工事高は以下のとおりとなり，完成

工事高に対する元請比率（元請完成工事高／完成工事高）は，６０．６％となった。

合　　　   　　計

知事許可業者 計　

　令和５年度に建設工事の実績があった業者数は，３９１，２５９業者で，前年度比

３．８％の増加となり，大臣・知事許可別，経営組織別にみると，以下のとおりとなっ

た。

総　　　   　　数

大臣許可業者 計　

-15

-10

-5

0

5

10

15

２ ３ ４ ５
（年度）

完成工事高

元請完成工事高

下請完成工事高

（単位：％）



（２）元請完成工事高　（発注者別，工事種類別，業種別）

①　発注者別　 （第３表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比  構成比 

８９９，７６３　 ９．０　 １００．０　

民間発注工事 ６６２，４６３　 ９．１　 ７３．６　

公共発注工事 ２３７，３００　 ８．８　 ２６．４　

　　　　　　　　　　　

なった。

　元請完成工事高を発注者別，工事種類別，業種別にみると，以下のとおりと

図－３　元請完成工事高（民間発注工事，公共発注工事）の前年度比　　

合　　　   　　計

図－２　元請完成工事高（民間発注工事，公共発注工事）の推移　　
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②　工事種類別　 （第３表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比 構成比

８９９，７６３　 ９．０　 １００．０　

土　木　工　事 ２２４，０６４　 ６．９　 ２４．９　

建　築　工　事 ５６２，１８７　 ８．４　 ６２．５　

機械装置等工事 １１３，５１２　 １７．２　 １２．６　

③　業種別　 （第２表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比 構成比 元請比率

８９９，７６３　 ９．０　 １００．０　 ６０．６　

総 合 工 事 業 ６５１，９９９　 ７．８　 ７２．５　 ７５．５　

職 別 工 事 業 ５４，１４１　 ４．０　 ６．０　 ２１．６　

設 備 工 事 業 １９３，６２２　 １５．０　 ２１．５　 ５２．１　

④　新設，維持・修繕工事別（発注者別）　（第６表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比

　 ８９９，７６３　 ９．０　 １００．０　 －

　新  設  工  事 ６１１，４３９　 ６．８　 ６８．０　 －

　維持・修繕工事 ２８８，３２４　 １４．０　 ３２．０　 －

６６２，４６３　 ９．１　 ７３．６　 １００．０　

　新  設  工  事 ４５８，０９８　 ６．７　 ５０．９　 ６９．２　

　維持・修繕工事 ２０４，３６４　 １４．９　 ２２．７　 ３０．８　

２３７，３００　 ８．８　 ２６．４　 １００．０　

　新  設  工  事 １５３，３４１　 ７．１　 １７．０　 ６４．６　

　維持・修繕工事 ８３，９６０　 １１．９　 ９．３　 ３５．４　

合　　　   　　計

図－４　元請完成工事高構成比（新設工事，維持・修繕工事）の推移　　
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３．受注高 （第７表）

（単位：億円，％）

受　注　高 前年度比

１，５１８，３０３　 １１．２　

４．就業者数　 （第８表）

（単位：千人，％）

就 業 者 数 前年度比  構成比 

４，９２１　 ２．９　 １００．０　

総 合 工 事 業 ２，３１８　 ０．２　 ４７．１　

職 別 工 事 業 １，１９５　 ６．４　 ２４．３　

設 備 工 事 業 １，４０８　 ４．８　 ２８．６　

５．純付加価値額 （第１０表の１）

（単位：億円，％）

　 純 付 加 価 値 額 前年度比  構成比 

３３９，０７３　 １０．４　 １００．０　

総 合 工 事 業 １６６，６５５　 ３．１　 ４９．２　

職 別 工 事 業 ６５，７２６　 １６．４　 １９．４　

設 備 工 事 業 １０６，６９３　 ２０．１　 ３１．５　

６．完成工事原価 （第１０表の２）

（単位：億円，％）

　 完 成 工 事 原 価 前年度比  構成比 

１，２０８，０４７　 ９．６　 １００．０　

総 合 工 事 業 ７２３，１５１　 ８．６　 ５９．９　

職 別 工 事 業 １９３，３４３　 ７．６　 １６．０　

設 備 工 事 業 ２９１，５５３　 １３．４　 ２４．１　

合　　　   　　計

合　　　   　　計

  受　注　高　計

　受注高は以下のとおりとなった。

　建設業の就業者数を業種別にみると，以下のとおりとなった。

　建設業の純付加価値額を業種別にみると，以下のとおりとなった。

合　　　   　　計

　建設業の完成工事原価を業種別にみると，以下のとおりとなった。



７．業者所在都道府県別，施工都道府県別－元請完成工事高　

（１）業者所在都道府県別 （第１２表）
（単位：億円，％）

都道府県名 元請完成工事高 前年度比  構成比 

① →  東 京 都 ３２３，９８０　 １３．０　 ３６．０　

② →  大 阪 府 １０６，９３１　 ２．１　 １１．９　

③ →  愛 知 県 ３８，９０８　 ６．６　 ４．３　

④ →  神奈川県 ３７，７５０　 １５．０　 ４．２　

⑤ →  北 海 道 ２８，５４１　 ２．１　 ３．２　

⑥ →  福 岡 県 ２６，１８６　 ８．５　 ２．９　

⑦ →  埼 玉 県 ２２，９７２　 １４．１　 ２．６　

⑧ →  兵 庫 県 ２０，０６０　 ４．５　 ２．２　

⑨ →  千 葉 県 １８，６１３　 １９．０　 ２．１　

⑩ →  静 岡 県 １５，９６５　 １３．８　 １．８　

（２）施工都道府県別 （第１３表）
（単位：億円，％）

都道府県名 元請完成工事高 前年度比  構成比 

① →  東 京 都 １４０，６１３　 １３．３　 １５．６　

② →  大 阪 府 ７１，２８９　 ▲　２．６　 ７．９　

③ →  神奈川県 ５２，９９０　 １１．３　 ５．９　

④ →  愛 知 県 ５１，２３１　 １０．８　 ５．７　

⑤ ↑  千 葉 県 ３８，２２３　 １３．５　 ４．２　

⑥ ↓  北 海 道 ３７，８８８　 ５．５　 ４．２　

⑦ →  埼 玉 県 ３５，２２０　 １４．０　 ３．９　

⑧ →  福 岡 県 ３２，００８　 ７．６　 ３．６　

⑨ →  兵 庫 県 ２９，８４３　 ８．１　 ３．３　

⑩ ↑  静 岡 県 ２３，８９３　 １７．２　 ２．７　

注１）

注２）

注３）

　元請完成工事高を業者所在都道府県別，施工都道府県別にみると，上位１０都道府県は

業 者 所 在 都 道 府 県 別

以下のとおりとなった。

順位

順位

を参照）。

　構成比は全国計を１００とした場合の比率である。

　施工都道府県別集計では，資本金２千万円未満の知事許可業者については，主たる営業所

の所在する都道府県にて施工したものとしている（詳細については，「Ⅲ．用語の定義等」

　矢印は，前年度からの順位の変動を表す。

施 工 都 道 府 県 別



Ⅰ－２．建設業専業について

１．業者数　 （第５表）

を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。
（単位：数，％）

業　者　数 前年度比

３１６，５５８　 ３．５　 １００．０　 －

５３，８０３　 １０．０　 １７．０　 －

２６２，７５５　 ２．３　 ８３．０　 １００．０　

　1千万未満 １５５，５９０　 ４．０　 ４９．２　 ５９．２　

　1千万～１億未満 １０５，８７１　 ▲　０．２　 ３３．４　 ４０．３　

　1億以上 １，２９３　 ０．３　 ０．４　 ０．５　

２．完成工事高，元請完成工事高 （第５表）

なった。

（１）完成工事高
（単位：億円，％）

完 成 工 事 高 前年度比

１，１２４，２０２　 ９．８　 １００．０　 －

１７，９１７　 ２．５　 １．６　 －

１，１０６，２８５　 ９．９　 ９８．４　 １００．０　

　1千万未満 １７４，１８８　 ９．８　 １５．５　 １５．７　

　1千万～１億未満 ５３７，２７６　 ７．７　 ４７．８　 ４８．６　

　1億以上 ３９４，８２１　 １３．１　 ３５．１　 ３５．７　

（２）元請完成工事高
　 （単位：億円，％）

元請完成工事高 前年度比

６６０，６１６　 ８．７　 １００．０　 －

６，７０９　 ▲３１．１　 １．０　 －

６５３，９０７　 ９．４　 ９９．０　 １００．０　

　1千万未満 ５４，４８９　 １１．２　 ８．２　 ８．３　

　1千万～１億未満 ２８２，１１５　 ６．０　 ４２．７　 ４３．１　

　1億以上 ３１７，３０３　 １２．２　 ４８．０　 ４８．５　

　建設業専業（総売上高のうち建設工事完成工事高が８０％以上を占める業者）の業者数

　建設業専業の完成工事高，元請完成工事高を経営組織別にみると，以下のとおりと

 構　成　比 

　 専　業　合　計

※　法人については，内数で資本金階層の別を表している（以降，6.完成工事原価まで同様）。

　個　　人

 構　成　比 

 構　成　比 

　 専　業　合　計

　法　　人

　法　　人

　個　　人

　法　　人

　個　　人

　 専　業　合　計



            図－５　資本金階層別，業者数等の割合（建設業専業）　　
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５０億以上

１０億～５０億未満

１億～１０億未満

５千万～１億未満

３千万～５千万未満

１千万～３千万未満

５百万～１千万未満
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２百万未満

個人

※四捨五入により，完成工事高と，元請完成工事高・下請完成工事高の計が一致しない。



３．受注高 （第７表）

（単位：億円，％）

受　注　高 前年度比

１，１４１，９５３　 １２．０　 １００．０　 －

１６，２１９　 ▲　２．１　 １．４　 －

１，１２５，７３５　 １２．２　 ９８．６　 １００．０　

　1千万未満 １６９，５５４　 １４．４　 １４．８　 １５．１　

　1千万～１億未満 ５３９，６２９　 ９．７　 ４７．３　 ４７．９　

　1億以上 ４１６，５５３　 １４．６　 ３６．５　 ３７．０　

４．就業者数　 （第９表）

　建設業専業の就業者数を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。
（単位：千人，％）

就 業 者 数 前年度比

３，５２５　 ２．４　 １００．０　 －

１６７　 ▲２９．７　 ４．７　 －

３，３５８　 ４．８　 ９５．３　 １００．０　

　1千万未満 １，０９７　 １４．２　 ３１．１　 ３２．７　

　 　1千万～１億未満 １，７４４　 １．３　 ４９．５　 ５１．９　

　1億以上 ５１７　 ▲　０．８　 １４．７　 １５．４　

 構　成　比 

　個　　人

　法　　人

　個　　人

　建設業専業の受注高を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。

　法　　人

 構　成　比 

　 専　業　合　計

　 専　業　合　計



５．純付加価値額　 （第１１表の１）

（単位：億円，％）

純付加価値額 前年度比

２４１，３１８　 ９．７　 １００．０　 －

５，４０４　 １２．２　 ２．２　 －

２３５，９１４　 ９．７　 ９７．８　 １００．０　

　1千万未満 ５１，０９４　 ２１．１　 ２１．２　 ２１．７　

　1千万～１億未満 １２２，４０４　 ８．１　 ５０．７　 ５１．９　

　1億以上 ６２，４１６　 ４．７　 ２５．９　 ２６．５　

６．完成工事原価　 （第１１表の２）

（単位：億円，％）

完成工事原価 前年度比

９１７，８０９　 ８．４　 １００．０　 －

１２，９６７　 ▲１７．１　 １．４　 －

９０４，８４２　 ８．９　 ９８．６　 １００．０　

　1千万未満 １２６，３４１　 １．１　 １３．８　 １４．０　

　1千万～１億未満 ４３１，６７３　 ６．８　 ４７．０　 ４７．７　

　1億以上 ３４６，８２８　 １４．８　 ３７．８　 ３８．３　

　建設業専業の完成工事原価を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。

 構　成　比 

　 専　業　合　計

　個　　人

　法　　人

　個　　人

　法　　人

　建設業専業の純付加価値額を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。

　 専　業　合　計

 構　成　比 


